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１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年12月14日に提出いたしました第57期中（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）半期報告書の記

載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第２ 事業の状況 

 １ 業績等の概要 

  (1) 業績 

  

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結財務諸表 

注記事項 

（セグメント情報） 

所在地別セグメント情報  

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

第一部 【企業情報】 

第２ 【事業の状況】 

 １ 【業績等の概要】 

  (1) 業績 

  

<訂正前> 

（省略） 

所在地別セグメントについては、日本国内の売上は、情報関連(ＩＴ)メーカーの需要対応、自動車業界向け工業部品の売上が

堅調に推移し15,747百万円(同8.4％増)となりました。  

 また、東南アジアの売上は、海外工場において、ＯＡ関連部品の売上が伸び悩んだものの自動車関連部品の売上がそれを大き

く上回り好調に推移したことに加え、情報関連(ＩＴ)の部品および材料の受注が好調に推移したことから、6,246百万円(同

20.6％増)となりました。 

（省略） 

  

<訂正後> 

（省略） 

所在地別セグメントについては、日本国内の売上は、情報関連(ＩＴ)メーカーの需要対応、自動車業界向け工業部品の売上が

堅調に推移し15,525百万円(同8.0％増)となりました。  

 また、東南アジアの売上は、海外工場において、ＯＡ関連部品の売上が伸び悩んだものの自動車関連部品の売上がそれを大き

く上回り好調に推移したことに加え、情報関連(ＩＴ)の部品および材料の受注が好調に推移したことから、6,215百万円(同

20.4％増)となりました。 

（省略） 



第５ 【経理の状況】 

 １ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

注記事項 

（セグメント情報） 

【所在地別セグメント情報】  

<訂正前> 

(注) １ 国又は地域区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

東南アジア……タイ・マレーシア・シンガポール・台湾・中華人民共和国・ベトナム 

  

(注) １ 国又は地域区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

東南アジア……タイ・マレーシア・シンガポール・台湾・中華人民共和国・ベトナム 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日) 

日本 
(千円) 

東南アジア
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

13,997,161 5,086,111 19,083,272 ― 19,083,272

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

525,621 94,345 619,967 (619,967) ―

計 14,522,783 5,180,457 19,703,240 (619,967) 19,083,272

営業費用 14,122,354 4,903,699 19,026,054 (467,691) 18,558,362

営業利益 400,428 276,757 677,186 (152,275) 524,910

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日) 

日本 
(千円) 

東南アジア
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

15,163,224 6,183,870 21,347,095 ― 21,347,095

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

584,603 63,014 647,618 (647,618) ―

計 15,747,828 6,246,885 21,994,714 (647,618) 21,347,095

営業費用 15,033,517 6,005,600 21,039,118 (396,791) 20,642,326

営業利益 714,310 241,285 955,596 (250,827) 704,768



３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４（２）に記載のとおり、当中間連結会計期間から平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、

従来の方法に比べ、「日本」において8,955千円営業費用が増加し、営業利益が同額減少しております。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４（２）に記載のとおり、当中間連結会計期間から平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を5年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４（３）に記載のとおり、当中間連結会計期間より、「租税特

別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会 監査・保証実務委員会報告第42号 平成19年４月13日）を適用し、役員退職慰労金について引当金計上する方法に変

更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

(注) １ 国又は地域区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

東南アジア……タイ・マレーシア・シンガポール・台湾・中華人民共和国・ベトナム 

３ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 最終改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号）を適用しております。 

 この適用により、従来の方法によった場合に比べて、「日本」で5,648千円営業費用が増加し、営業利益が同額減少してお

ります。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日) 

日本 
(千円) 

東南アジア
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

29,049,062 11,370,202 40,419,265 ― 40,419,265

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,132,274 171,853 1,304,127 (1,304,127) ―

計 30,181,337 11,542,056 41,723,393 (1,304,127) 40,419,265

営業費用 29,100,334 11,082,874 40,183,208 (897,334) 39,285,874

営業利益 1,081,003 459,182 1,540,185 (406,793) 1,133,391



<訂正後> 

(注) １ 国又は地域区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

東南アジア……タイ・マレーシア・シンガポール・台湾・中華人民共和国・ベトナム 

  

(注) １ 国又は地域区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

東南アジア……タイ・マレーシア・シンガポール・台湾・中華人民共和国・ベトナム 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４（２）に記載のとおり、当中間連結会計期間から平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、

従来の方法に比べ、「日本」において8,955千円営業費用が増加し、営業利益が同額減少しております。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４（２）に記載のとおり、当中間連結会計期間から平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を5年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日) 

日本 
(千円) 

東南アジア
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

13,997,473 5,085,798 19,083,272 ― 19,083,272

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

383,663 76,453 460,117 (460,117) ―

計 14,381,137 5,162,252 19,543,389 (460,117) 19,083,272

営業費用 14,123,020 4,902,168 19,025,189 (466,826) 18,558,362

営業利益 258,117 260,083 518,200 6,709 524,910

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日) 

日本 
(千円) 

東南アジア
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

15,163,456 6,183,638 21,347,095 ― 21,347,095

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

362,357 31,430 393,788 (393,788) ―

計 15,525,814 6,215,069 21,740,883 (393,788) 21,347,095

営業費用 15,033,817 6,005,537 21,039,355 (397,028) 20,642,326

営業利益 491,997 209,531 701,528 3,240 704,768



５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４（３）に記載のとおり、当中間連結会計期間より、「租税特

別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会 監査・保証実務委員会報告第42号 平成19年４月13日）を適用し、役員退職慰労金について引当金計上する方法に変

更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

(注) １ 国又は地域区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

東南アジア……タイ・マレーシア・シンガポール・台湾・中華人民共和国・ベトナム 

３ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 最終改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号）を適用しております。 

 この適用により、従来の方法によった場合に比べて、「日本」で5,648千円営業費用が増加し、営業利益が同額減少して

おります。 

  

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日) 

日本 
(千円) 

東南アジア
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

29,062,298 11,356,966 40,419,265 ― 40,419,265

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

749,734 125,058 874,792 (874,792) ―

計 29,812,033 11,482,025 41,294,058 (874,792) 40,419,265

営業費用 29,101,479 11,063,937 40,165,417 (879,543) 39,285,874

営業利益 710,553 418,087 1,128,640 4,750 1,133,391
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